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                           [Abstract] 

 In this paper we exermine the role Activity-Based Cost systems (ABC) play in managerial 

decision-making and the effects of a resource usage models on management of fixed cost. 
 ABC is attention-focusing and long-run orientation . ABC analysis, therefore, doesn't 

replace decision relevant cost analysis or contribution margin analyses , but functions as the 
starting point or the trigger in making a decision and applying such analysis . 

 The resource usage models have a fundamental characteristic of ABC systems, and the 
models which can compute unused capacity costs for each activity resources provide much more 

useful and refining information to a management of fixed costs than previous cost systems. 
 Recently there are several attempts to apply actively a ideas of ABC to decision making . 

Their attempts will be expected to extend ABC's potentials.

1序

キャプ ラン(RobersS.Kaplan)と クーパー(RobinCooper)が 、1980年 代 の後半 に活動 基

準原価 計算(Activity-BasedCosting:以 後 、ABCと 略 称す る)を 紹介 してか ら、その利用 は単

な る間接費配賦計算の精緻化 による製 品関連 意思決定への支援か ら、 コス ト ・マネジ メン ト、予

算管理へ と広が りを見せ、ABM(Activity-BasedManagement)やABA(Activity-BasedAc-

counting)と して展開 され るまで となった。

この よ うな状況下 で、ABCを 巡 って、意 思決定や 製 品収益 性分析 のため の種 々の批判お よび

提案 がな され て きた。 ついに、彼 らは1992年 に"ABCシ ス テム:資 源の利用 コス トを測定 す る"

とい う論 文で、「資源消 費モデル と支出モデ ル」 について言及 し、ABCに つ いての本質 的特徴 を

より鮮 明化 す ることに よって これ らの批判 に応 え ようとした[Cooper&Kaplan,1992]。

そ こで、本論 で は、 製品関連意 思決定 に関連 して提起 され たABCに 対 す る批判 を取 り上 げ、

ABCの 意 思決定 におけ る役割 を明 らか に し、ABCに 関 す る本質 的な特徴 としての資源消費 モデ

ルが固定費管理に与える影響が どのようなものであるかを私見 を加 えなが ら検討 してみようと思 う。

・ ・



2ABCの 意思決定 におけ る役割

まず、ABC分 析 と意思決定関連分析 お よび貢献差益分析 との関係 を検討 してお こ う。

ABCが 紹 介 された 当時 は、ABCが 従 来 か らあった貢献差益分析 や関連 原価分析 よ りも優 れて

い るとか、それに取 って代 わる との理解 があ った こ とは間違 いない。例 えば、パ イパー とウォー

リー は、 「おそ らくABCは 伝 統 的な製 品原価計 算 よりも関連的 な情報 を提供す るが、貢献アプ ロー

チ よ りもよ り優 れ た意思決 定関連 情報 を提供 す るか どうか は疑 問で ある」 と述べ てい る[Piper

&Walley,1990,p.42]o

しか し、キャプ ランがア メ リカ会計学会の1989年 の年 次総会 でのパネル ・デ ィスカ ッシ ョンで、

ABCは 貢 献差益方式 を豊かに拡張す ると述べ 、ABCが 決 して貢献差益 方式や 関連原価分析 に取 っ

て代 わ るもの ではないこ とを明確 に した[Kaplan,etaL,1990]。

ま た、 クーパー はパ イパ ー らの批 判 に応えて、ABCが 意 思決 定志 向、問題解 決的 ではな く、

注意喚起 志 向である点 を強調 した[Cooper,1990b]。

この こ とか ら、ABCが 従 来 の関連 原価 分析 や貢献 差益分析 を行 いやす くす る、 またはそれ を

支援 す るデー タを提供 す るとい う役 割 を持 ってい ることが理解 できるであろ う。 つ ま り、関連原

価 アプ ロー チは、 意思決 定 を行 うまさにその ときに必要 で あるが、ABCは 関連 原価 アプ ロー チ

をどこに適用す るのか、適用す る前段階 に位置す ると考 えるべ きである。

クーパー はまた、ABCが ア クティビティの各 カテ ゴ リーの コス トを別 々に報告す るこ とによっ

て、ABCシ ス テムは おそ ら くは固定費 を管理す るこ とに洞察 を増 し、 したが って関連 原価 ヘ ア

クセ ス しや す くす る と も、 また特 殊 原価調査 を行 うニー ズ を減 らす と も述べ てい る[Cooper,

1990a,p.13]o

クー パー は、貢 献差益 アプ ロー チ を次の よ うに見て い る。 「貢献差益 ア プローチは、関連原価

の重要 な概 念 を論 証す るの に優れ た理論 モデルで はあるが、複雑 な現実 の世 界で用 いるにはあ ま

りに も単純 す ぎて、何 百、何千 とい う製 品や サー ビスの ミックスな どでは、実際的 な分析結果 を

提供 で きない」[Cooper,1990b,p.58]。 キ ャプランは、わずか100の 製 品 を有 して いる会社 につ

いて言及 し、 どの製品(製 品組 み合 わせ)が 特殊 調査 のために選択 され るべ きかの 困難 性につ い

て概 略 してい る[Kaplan,etaL,1990,p.14]。 確 か に、一般 に原価 計算(管 理会計)テ キス トで

取 り上 げ られてい るモデル は きわめて単純 で あ り、例 えば、 意思決 定問題の関連原価 アプ ロー チ

では他 の意思決定問題 とは独立 して取 り扱 って いるこ とを認 め ざるを得 ないであろ う。

クーパー とキャプ ランは、 膨大 な製品組 み合 わせ に対処す るため、ABCシ ス テムが長期平均

製 品 コス トを算定 して いる と述べ る。 この ように して、 もし、 あ る製品に製 品損失が発見 され る

な らば、それが長期的 に収益 的か どうか を確認す るために詳細な特殊 調査 を要す るこ とになろ う。

ABCに よ る製 品 コス トは、 意思決定 の ため に直接用 い られ るよ うには設計 され てい ないので あ

る[Drury,1994,p.282]。

キ ャプ ランは、ABCシ ス テムが管理 的注 目とア クシ ョンの優 先順位 を決定す るの に有用 で あ

ると見て、次 の ように説明す る。 「ABC分 析 は、明 らか に非収益 的 な製 品すべて を廃棄 す るよう

求 め るもの ではないが、 それはなぜ それが現在 あるよ うな仕 方で設計 され、製造 され、販 売 され

てい るのか につ いて、マ ネ ジメン トの注 目を引 き付 け る。ABCシ ス テム は、マ ネ ジネ ン トの注

目に値 い し、 よ り詳細 な分析 に値 いす る問題領域 に光 を当て る」[Kaplan,etal.,1990,P.14]。 さ

らに また、 「ア クテ ィビティ ・べ一 ス ・アプ ロー チは、問題解 決 で も意思決 定 で もな く、組 織の
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収益創造活動 と費用発生活動 をよ りよ く連合 させ るシステム を設計す るこ とを問題 としている」

[Kaplan,etaL,1990,p.14]と も指摘 している。

これ までの議論 を通 して、ABC分 析 と貢献差益分析 お よび意思決定 関連 原価 分析 との関係が

明 らかに されて きた。以上か ら、今や、パ イパー らの批判 が的 を逸 してい ることは明 白であ る。

製品 コス トの正確性 を高め るこ とが必ず しも意思決定 の有 用性 を向上 させ るものではない との

批判 も提起 され た。マーチ ャン トとシール ズの主張が それであ る。

マー チャ ン トとシール ズは、正確性(精 密性 と不偏性)は 望 ま しい測定特性では あるけれ ども
、

それ らの破壊 が、あ る場合 には実際に組織に益 し うるこ とを指摘 す る。 あ る企業 の経営者 は、望

ま しい反応 を誘 うために、製品 またはサー ビスの コス トにシステマティ ックなバ イアス を思慮深

く、賢 明に付 け加 えてい るとい う[Merchant&Shields,1993,p.76]。

ところで、 ア クテ ィビテ ィ ・コス トに どの ようなコス ト・カテゴ リー を含 めるか につ いて も論

点 となって きた。

ア クティビティ ・コス ト ・プー ル(activitycostpool;以 後ACPと 略 称す る)に 含め られ る

コス ト・カ テゴ リー を特定す る問題 につ いて は、ABCの 主 張者 たちは、 当初 、わずか な例外 を除

いては間接費のすべ てを議論 の対象 としていた。 それは、新 規製品の研究開発費 と遊休施設費 で

あ る[Kaplan,1988,p.65;Cooper&Kaplan,1988,pp.101-102]。 の ちに業務 費用(operating

expenses)を ユ ニ ッ ト ・レベ ル、バ ッチ ・レベ ル、製 品維持 レベ ル、お よび設備 レベル とい っ

た階層別 に捉 え、製品に割 り当て られ る原価 には設備維持 レベ ルの コス トは含 め られ るべ きでは

ない と主張す るに至 った(1)。 そ して、各費用 レベ ルでは、 ユニ ッ ト ・べ 一ス、バ ッチ ・べ 一ス、

製 品維持 関連べ一 スのア クティビティ ・コス ト ・ドライバー(以 下、アクティビテ ィ ・ドライバー

とい う)に 応 じて変動す ると仮 定 され る。 この こ とか ら、ABCは 、 階層 的変動 費 を唱 えたもの

とも考 え られ よ う。 クーパー とキャプ ランは、 この階層的変動性 を製 品コス トの報告の 中に組み

込む能力 を、ABCの 中核的 な革新 の一つ としてい る[Cooper&Kaplan,1990,p .12]。

ど の よ うな コス トをこのACPに 含 め るか につ い ては、 い くつ か の見解 が あ り、 この こ とが

ABCに 対 す る批判 に影響 を与 えてい る。 その一つ は、すべ ての跡づ け可能 費 を含め るべ きで あ

るとす るものであ る。 また、行 われ る意思決定 に関連す るコス トのみ を含 め るべ きであ るとす る

見解 もあ る。前者の見解 では、ア クテ ィビティ ・コス トの中には、機械や 設備 の減価償却 費、賃

借料、他 の コス ト ・セ ンターか らの コス トを含む こ とになる。 だ とす れば、短期 的視 点で捉 えた

変動 費 と固定 費が アクティビテ ィ ・コス トに混在 して、コス ト・ビヘ イビアの理解 を困難にす る。

もちろん、ABCの 支 持者 たちは この見解 に従 って いる ようであ るが、 これ には意思決定の観点

か らか な りの批判 があ り、 そのための改善策 も提起 されて いる。 この点 につ いては、 さ らに後述

す る。

後者の見解 は、意思決定関連原価情報 としての機 能 を重視 す るもので ある。 この見解 では、意

思決定 に関連 しない、 したが ってサ ンク ・コス トとな る機械 や設備 の減価償 却費、賃借料 などは

ア クテ ィビテ ィ ・コス トには含め られ ない。

ACPに 関連 原価 のみ を含 めるべ きとい う見解 に はいる と思われ るが、 シャープ等 は、ABCは

あ る活動 が中止 され キャパ シティがそれに応 じて引 き下 げ られるな らや がては排 除 され得 るよう

な原価つ ま り帰属 可能原価 のみ を配賦 す るように提案 している し[Sharp&Christensen,1991,

p.34]、 ま た筆 者 も、収益 性分析や製 品関連意 思決定 のため にはキャパ シティ ・コス トや製 品跡

付け可能 固定費 を除外 してABCに よ る割 り当て計算 を行 うこ とを指摘 した[志 村,1990;1992]。
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ノー リー ンは、ABCシ ス テムに よって算定 され る コス トを関連 原価 と対照 させ て、ABCコ ス

トが 関連 原価 であ るため の条件 を指摘す る[Noreen,1991](2)。 そ の基礎 をなす 原価 関数 はっ ぎ

の① ～③ の条件 を満 た してい る必要が ある。

① トー タル ・コス トが コス ト ・プール に分割 で きて、各 コス ト・プー ルは一つ のア クテ ィビティ

にのみ依 存 してい る。

②各 コス ト ・プー ルに含 まれ るコス トは、 当該 コス トー・プー ルにおけ るア クテ ィビテ ィの レベ ル

に厳密 に比例 しなければな らない。

③各 ア クティ ビテ ィは、各製 品にのみ依 存す る諸要素 に分割 され得 る。つ ま り、個々の製 品に割

り当て られ るア クテ ィビティ尺度(コ ス ト ・ドライバー)は 、単純 に合 計す る と トー タル ・ア ク

ティビティにな る。

③ の条件 には ジ ョイン ト・プ ロセス を除外 す る。 固定 費や ジ ョイ ン ト ・コス トが存在す るな ら

ば、ABCシ ス テムに よって生み 出され るコス トは、ABCシ ス テムが設 計 され る意思決定 の種 類

の信頼 で きるシグナル を提供 しない。

製品 ドロップ意思決定 では、 唯一 の関連原価 は、実 際に当該製品が ドロ ップ され るな らば回避

され るだ ろう コス トであ る。 それゆ えに、ABC製 品 コス トが回避可能 製 品 コス トを表す場合 に

のみ、 製 品 ドロ ップ 意思 決定 にお い てABC製 品 コス トに頼 るのが賢 明 であ る[Noreen,1991,

p.162]。 こ の ような場合 には、 製品関連 ア クテ ィビティの レベ ル までの コス トを製 品別 に割 り当

て るこ とが求め られ よう。 この点 は、帰属可能 原価 との関連にお いて も指摘 されて きた ところで

あ る[Sharp&Christensen,1990;志 村,1990]。 い ずれに して も、過度 の システム複雑性 とそ

の環 境 に合 ったア プ ロー チ、 組織 の 情報 ニー ズ と要 請 との 間のバ ランス を と るこ とで あ ろ う

[Morrow,1992,p.47]o

以 上 の議論 は、ABCデ ー タ を注意喚起 情報 として用 い、意思決定 情報 として直接 には用 いな

い とす るな らば、 その危惧 は解 消 され るであ ろ う。 また、ABCが 全 部 原価 志向 であ る理由 も理

解す ることがで きた。

3ABCの 意思決定への活用

ABCを 意思決定情報 として利用 しようとする積極的な提案 もい くつか取 り上げられている。

それは、特にア クティビティ ・コス ト(ま たはACP)の 構成要素 を詳細に報告す ることを求め

るものである。

従来のABCは 、長期的意思決定 と短期的意思決定の両方にた くさんの欠陥を持 っているとし

て、クリステンセンとシャープは次の点 を指摘する[Christensen&Sharp,1993,p.39]。 第一に、

ABC原 価 は長期的にもその発生が中止しない原価を含んでいる(企 業維持活動支出の大部分が

これに含 まれる)。第二に、ABC原 価は製品ラインの個々の製品に比例 して変動 しない原価を含

んでいる。第三に、ABC原 価は原価が比例 して引き下げ られると仮定 している。第四に、ABC

原価は意思決定によって解放されたキャパ シティについてのより有利な代替的利用が存在す ると

仮定 している。

そこで、意思決定、顧客 ・製品収益性分析、および工程改善に関連する正確な情報 を提供する

ために は、ABCを さ らに リフ ァインす る挙琴 が ある として、 ア クティ ビテ ィ ・コス トを トー タ

ルして捉えるのではなく、これを短期的変動費、短期的固定費、そしてコミッテッド固定費にカ
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テ ゴ リー化す るこ とを推奨 してい る[Christensen&Sharp,1993,p.38]。 これ らの原価の それ ぞ

れは、マネ ジメン ト・ア クシ ョンに対 して異な るタイ ミング ・インプ リケー シ ョンを持つか らで

あ る。

まず、短期 的変動費 は用 い られてい るコス ト ・ドライバー の変化 に正 比例 して変動 す る。短期

的固定 費は、それ に関す る意思決定の効果が1年 内で、正比例的 な変動 をす るものではな く、バ ッ

チ ・レベ ルの コス ト・ドライバーか製 品維持活動 か ら発生す る。 コ ミッテ ッ ド固定 費は、 それに

関す る意思決定の効果が長期 に及 び、 コス ト ・ドライバー に正比例 して変動す るのではな く、製

品維持 活動 か設備 維持活動、企業維持活動(社 長の給料 な ど)に よって ドライブ され る。つ ま り、

コミッテッ ド固定費の変動にはキャパ シティの変化 を伴 う。この ように リファインす るこ とに よっ

て、管理者 の情報ニー ズに応 じた管理会 計システムの弾 力性 を増す と同時 に、コス ト・カテ ゴリー

化 のフ レームワー クは、 なお必要 とされ る特殊 原価 調査 に備 えるさいの リー ドタイム を減 らす こ

とがで きる[Christensen&Sharp,1993,p.40]。

図表1は 、製品収益性分析に以上の発想 を適用 した例 を示 している。 この分析結果 が明 らかに

してい るのは、例 示 されて いる製品は短期的 ・中期 的には排除 され るべ きではない とい うこ とで

ある。 とい うのは、会社 の当面の キャパ シティにつ いて代 替的 に有利 な利用機会 が存在 しなかっ

た り、 コ ミッテ ッ ド固定費 を処分す る状況 にいなければ、当該製 品を排除す るこ とは収益性 を悪

化 させ るこ とにな るか らであ る。

売 上 高

短 期 変 動 費:

直 接 材 料 費

そ の 他 の 変 動 費

差 引

短 期 固 定 費

短 期 差 益

コ ミ ッ テ ッ ド 固 定 費

$800,000

::111

$3,000,000

1,188,000

製造原価控除後利益

$1,812,000

777,467

$1,034,533

1,266,327

($231,794)

図表1製 品収益分析への適用例

彼 らは、収益性分析 のほか に も、価格 設定 、短期 的 自製購入決定、 お よび原価 引 き下げ努 力へ

の適 用につ いて も例示 している。

ク リス テンセ ン とシャー プの主張 と同 じ く、ア クテ ィビティ ・コス トの ミックス性 に焦点 を当

てた主張が ある。

ウッズに よれ ば、ABCは ア ウ トプ ッ トに原価 を割 り当て る前 に固定費 と変動 費 とを ミックス

して い るの で、部分 最適 な意思決定 に導 き得 る環境 に なってい ると して、ABCの 情 報が意思決

定 に 有 用 で あ る ため に は、 固定 費 と変 動 費 とに 区分 して お くべ きで あ る と主 張 して い る

[Woods,1992,p.53,54]。 図表2は 、 固定 費 と変動 費情報の種々 の組 み合 わせ を要す る意思決定

の種類 を図示 したもの である[Woods,1992,p.55]。 そ の図 は、異 なった組織単位が それぞれの

意思決定 を行 うさいに、異 なった組 み合 わせ の固定 費 と変動費情報 をいか に利用す るか を示 して
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い る。「異な った組 織単位 には異な った関連原価情報 を」 とい うわけ であ る。 彼 は、製造 監督者

へ のサ ンプル ・リポー トを例示 してい るが、 その 中には変動 費、固定費、お よび合 計の3つ の カ

ラムが項 目ご と(例 えば、 品質管理 、デー タ処理、直接材料 費、動 力)に 設 け られてい る。

ABCは 、 正確 な製 品 コス トの計算 を通 じて製 品関連 意思決定 の ための情報 を提供 す るこ とを

主 眼の一つ としている(3)。 しか し、それは あ くまで もABCシ ス テムによって測定 され る原価が、

意思決定 関連 原価 である ときに言え ることで ある。 ところが、それが意思決定志 向的ではな く、

む しろ注意志 向的、長期 志 向的 な原価情報 で あ るこ と、 またその原価 が支 出(spending)を 捉

えた ものではな く資源消費(resourceconsumption)を 捉 えた もの である とい う特徴 をもつ こ と

が徐 々 に明 らか とな って きた。か か る特徴 を踏 まえて改 めてABCを み て行 くな らば、 関連 原価

や増分原価 、 さらに は帰属原価 とは異質の原価の存在が浮か び上 が って くる。

意思決定レベル コ ス ト 活 動

固定費

変動費

製品支援
活 動

r

製造能力 管理的原価
意思決定 統制意思決定

一一{一
固定費

変動費

サー ビス

活 動企業戦略
意思決定

r

lサ ー ビス利用

工程設計 意譽決定 固定費

変動費

製造支援
活 動意思決定1

統制局

!
工 程(工 場)原 価
土 固定費

変動費
製造活動

思決定
r

}
工程(工場)

利用意思決定
1

直接労務費

直接材料費

直接投入
活 動

図表2意 思決定支援モデル

4資 源消費モデル と支出モデル

ABCの 想 定 す る原価 測定 モデル は資源消費 モデ ルであ って、 われ われが一般 に用 い ている支

出モデル とは異 なるもの であるこ とが最近 強調 され 出 した[櫻 井,1995,p.58]。2つ の 異な る原

価概念 は、 つ ぎの関係式 によって説明 され る[Cooper&Kaplan,1992,p.1]。

提供 された資源のコス ト=利 用された資源のコス ト+未 利用キャパシティのコス ト

ABCは 、 利用 され る資源の コス トを捉 える。支 出 モデルは、 そのア クテ ィビティ を遂行 す る

ために提供 された資源 の コス トを捉 え る。 キャプ ラ ンらは、支 出 モデルで捉 えた コス トを費用

(expenses)と 呼 んで 区別 してい る。通 常使用 され る固定 費 ・変動 費 とい う用 語 は、提 供 され

る資源 の コス トの観 点か ら測定 した ものであ る。 したが って、支 出ベー スでは 固定費 であった と

して も、 資源 消費べ 一 スではアウ トプ ッ トに応 じて変化す る コス トが存在 す る。
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また、彼 らは必要 に応 じて供給 され る資源 と利用 に先 立 って(利 用 を予想 して)供 給 され る資

源 とを区別す る。前者 の資源利用 か らは未利用 キャパ シテ ィは生 じない。

大切 なのは、ア クティ ビティ ・レベ ルの変化が、供給 され る資源量に、 さらには支 出 レベル に

変動 をもた らす場合 ともた らさない場合が あるこ とを認識 す ることであ る。直接 材料 は、需要 に

応 じて供 給 され る資源の タイプ を表す典型例 であ り、短期 的に変動 費 として イメー ジす るものに

相 当す る。 これに対 して、設備 は将来の需要 を見越 して供給 され、は じめにキャ ッシュ ・ア ウ ト

フロー を伴 うが、その実際の消費の変化 に応 じて支 出が発生す ることはない
。

しか しなが ら、提供 された資源の コス トと利用 され た資源 の コス トの両 者の情報 が必要 とされ

る。供給 され る資源 の コス トを測定 す ることはマネ ジャー に当面 の支 出(ま たは費用)の レベ ル

と、 この支 出が提供 して きたア クティ ビティ を遂行 す るキャパ シティ を指 し示 す
。 ア ウ トプ ッ ト

別 に利用 され る資源 の コス トを測定 す るこ とは、 管理 的 ア ク シ ョンのため の情報 を提供 す る

[Cooper&Kaplan,1992,p.3]o

ABCア プ ロー チは、 よ り長期的 には、資源 の消費 の変化 が、 結局 は、 それ に相応 した資源へ

の支 出 の変 化 によ って フォロー され るこ とを認識 す る。ABCシ ス テムは、将来 の支 出 トレン ド

を予測す るために、各製品に よって消費 され る資源 の量 を見積 もる[Drury
,1994,p.281]。

ABCシ ス テムは、資源消 費の変化 とその後 の資源へ の支 出 レベルの変化 との間の ラグ を捉 え

るか ら、 資源消 費志 向は支 出志 向 よ りもす ぐれて い る とキャプ ラン らは述べ る。ABCシ ス テム

は、種々の ア クティ ビティ を遂行す るのに必要 な資源、 とりわけキャパ シティの どこに不 足 また

は超過が あるのか を知 らせ る警告 あ るいは シグナル としての情報 を提供す る点 で、従来 の標準原

価 計算 か らの情報 よ りもす ぐれ てい ると言 え よう。 キャプ ラン とクー パーがABCシ ス テム によ

る未 利用 キャパ シテ ィ情報 の有利性 を操業度 差異(volumevariance)と の 関係 で論 じた文 脈か

らこの点 が明 らか であ る。 そこでの要点 は、ABCが 各 々の ア クテ ィビティにふ さわ しい異 な っ

たア クテ ィビティ ・ドライバー を用いているため、各 アクテ ィビティ資源の未利用 キャパ シティ ・

コス トはよ り一 層実 態 を反映す るこ とにな り、他 のア クティビティ資源の未利用 キャパ シティ ド

コス トと相殺 されない とい うこ とであ る[Cooper&Kaplan
,1992,p.3]。 従 来 は、生産量、直接

作業時間 などの操業度関連尺度 で年 間の間接 費予算額 が編 成 されてい る関係上、操業度差異 は操

業度に関連 しない尺度 で ドライブされ る資源 コス トにつ いての未利用キ ャパ シティ ・コス トが正

確 に把握 されてお らず、 さらに悪 いこ とには相殺 され て しまってい るこ ともある とい うわけ であ

る。 また、操業 度差異が算定 されて も、 それ を概ね管理不能 として扱 う従 来のや り方 とは きわめ

て対照 的であ るとも言 える。

もし、未利用 キャパ シテ ィを従 来の ように操業 度関連の尺度 で測定 す るな らば、バ ッチ ・レベ

ルや 製品維持 レベルの資源に関 してはいつ も超過 キャパシティが生ず る可能性が高 く
、実際にキャ

パ シティに不足が ない として も、 まだ十分 に利用 で きるとの誤 ったシグナルをマネジャー に提供

し、当該資源 をよ り一層利用 しよ うとす る誘惑が働 くことに なるか も知れ ない。

この未利用 キャパ シティ差異 は、 ただ、経営者が 資源利用 可能性 を、 その期間 に製造 され るア

ウ トプ ッ トの ボ リューム とミックスの ため に実際 に必要 とされ る総 量 に調整 できなか ったこ とを

示 してい る[Cooper&Kaplan,1992,pp.7-8]。 も し、利用 キャパ シテ ィが最 大に な り、 キャパ

シティ不足が生ず るな ら、一 時的にはアウ ト・ソー シングやオーバータイム、非本質的 なア クティ

ビティの延期、 臨時雇用 が生ず ることを示 唆 してお り、 その よ うな状況 が持続 す ると予想 され る

なら、 当該 ア クティ ビティ資源 の新規 取得 、それにア クテ ィビティ遂行 自体 の能率 向上 を計画す
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るシグナ ルを発 してい ることにな るので ある。

各ACPか ら製 品へ割 り当て られ るさい に用 い られ るア クテ ィビテ ィ ・ドライバー の大 きさ

(最大 資源量)を どの ように見積 もるか に関 しては異論 が ある。 キャプラン らは、予算操業度 で

はな く、実 際的生産能 力 を表す尺度(ア クティ ビテ ィ ・ドライバー)を 用 い るように勧めて いる

[Cooper&Kaplan,1991b;Cooper&Kaplan,1992,p.3]c4>o

図 表3は 、ABCシ ス テムか ら得 られ る こう したア クテ ィビティ別 の未利用 キ ャパ シテ ィ情報

を もとに作成 しうる、あ るプ ロセ スの各 ア クテ ィビテ ィの キャパ シティ利用状 況 を示 した もので

ある[Gilton-Hill&Glad,1994,p.33]。

ABCDEFGHI

図表3ア クテ ィ ビティ・キャパ シテ ィ・マ トリックス

これ までは少 な くとも会計 的には、固定 費に関 して は、どちらか と言 うと、ラフで、アグ リゲー

トなデー タ しか提 供 してい なか ったが、ABCシ ス テム は、 固定費 の きめ細か な管理 を可能 にす

る道 を開 き、従来、差 異分析 に対 して は実務 と理論 の乖離が指摘 され ていたが、 い くらか この溝

を埋め るこ とに貢献す るもの と期待 され る。

キャプ ラン とクーパー は、 この未利用 キャパ シテ ィ ・コス トを表示 した損益計 算書 を掲げ てい

る[Cooper&Kaplan,1992,p.7]。(図 表4を 参照)

この期間損益計算書 は、各ア クティビティについてア ウ トプ ッ トのため に利用 され る資源 の コ

ス トとその期 間中に利用 され なか った資源 を報告 で きる とい う特徴 を持 ってい る。興 味深 いこ と

に、マネ ジメン ト目的のため には、弾力性予算 と差異分 析が これ らの費用勘定 に とって は不必要

になってい る[Cooper&Kaplan,1992,p.6]。

次 に問題 とな るのは これ らの未利用 キャパ シテ ィ ・コス トを製 品別 に どの ように割 り当てるの

か とい う点 であ る。彼 は、超過 キャパ シテ ィを製 品 ラインにチャー ジす る図(図 表5[Kaplan,

etal.,1990,p.12])を 描 いて いるが、 これは製品 レベルやバ ッチ ・レベ ルでの超過 キャパ シティ

を該 当す るレベ ルでチ ャー ジす るこ とは考 えてい ない とい うこ とであ ろうか。 この こ とは、 どう

も超過 キャパ シテ ィが製 品コス トではない ことを示唆す る ものの ようであ る。 この点 は彼等 が遊

休施 設費 をア クティビティ ・コス トか ら除外 してい ることと関係 が ある(5)。 しか し、ユ ニ ッ ト ・

レベルで もバ ッチ ・レベルで も、未利用 キャパ シテ ィの発生す る余地は大いにあるだろ う。例 えば、
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売上高

(一)供 給資源の使用費

原材料費

電力料

短期労務費

貢献差益

図表4ABC損 益計算書の例

7,600

600

900

20,000

9,100

10,900

(一)ア ク ティビティ費用:コ ミッ トされる資源

利 用 未利用

永久的直接労務費

機械稼働時間

購 買

受入/在 庫

生産ラン

顧客管理

技術変更

部品管理

1,400

3,200

700

450

1,000

700

800

750

コ ミッ トされ る資源の費用合計9 ,000

業 務 利益

200

100

50

100

200

(100)

150

700 9,700

1,200

クー パー らは機械 費(machinecosts)を ユ ニ ッ ト ・レベ ルの費用 と考 えてい るが、機械 の減価

償却費 もその 中に含め られ ている。 だ とすれば、ユニ ッ ト・レベ ルで も未利用 キャパ シテ ィが生

ず る。 これは、 当該機械が特定 の製 品のための もので ある場合 は ともか く、製 品別 には把握 で き

ないであ ろう。

しか しなが ら、 ア リは この超過 キャパ シティの コス トはABC損 益 計 算書 で特別 の役 割 を果 た

す と述べ 、製品 レベルで これ をチ ャー ジす る仕 方 と考 え方 を提示 してい る。彼の アイデ アでは、

超過 キャパ シテ ィ ・コス トはその利用意図 と機械等 の資源 の専用性 の レベル に応 じてチャー ジさ

れる。 ピー ク需要 または季節的需要 を満 たす ため に存在す る超過 キ ャパ シテ ィはそのサー ビスが

意 図される レベ ル(例 えば、製品、製品 ライン、設備)に 割 り当て られ る。単一の製品向けに特

殊化 され ていた り、あ る製品 ライ ンに振 り向け られ ている機械等 の資源の超過 キャパ シティはふ

さわ しいレベ ルにチャー ジされ るべ きであ る。 ピー ク需要 または季節 的需要 を満たすつ も りの な

い機械 等や、製 品ライン を横 断 して利用 され る機械 等の超過 キャパ シティは
、設備維持 レベルで

割 り当て られ るべ きであ る[Ali,1994,p.50]。
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図表5総 製造原価の測定

5ま とめ

以上の考察 を通 して、 まず第1に 、「資源消費モデル」は固定費の管理により一層の洞察 を与

えるものであることが明確 となった。それは、操業度差異(未 利用キャパシティ)の 算出に関す

る限り、従来から言われて きたように、理論 と実務の乖離を少 しでも埋めることに貢献す るであ

ろう。 また、未利用キャパシティが期間財務諸表 とABCと をつな ぐ連結環 としても機能するこ

とやアクティビティ ・コス トの中身を分類することによって一層意思決定を支援する提案につい

ても考慮することができた。

第2に 、製品の収益性分析 を含むABCシ ステムが、意思決定に関す る限 り、従来の関連原価

分析や意思決定モデルに取って代わるものではなく、そのような分析 を促す出発点または トリガー

として機能 していること、またなぜABCが 全部原価を問題 とするのかその真相 を明らかにす る

ことができた。

以上のようなABCの 役割にも関わ らず、近年、アクティビティ ・コス トの構成内容 を綿密に

分析 してカテゴリー化し、製品関連意思決定や収益性分析に生かそうとする積極的な主張が提示

されてきてい る。アクティビティ ・コス ト・データの精緻化によって、ますます意思決定に貢献

し得る原価情報 を提供することが期待される。

ただ、その際にぼやは り、ABCが 貢献差益アプローチや関連原価アプローチのフレームワー

クにおいて適用 されることになるか ら、支出べ一スによって測定された原価 と資源消費ベースに

よって測定された原価 との調整が必要であり、未利用キャパシティの処理が意思決定にどのよう

に関係 して くるのか、どのように調和す るめかの整理が課題 となるであろう。
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【注 】

(1)ク ー パー は設備 レベル の原価 は理論 的に はABCシ ス テムでは製 品に割 り当て られ るべ き

ではない[Cooper,1990a,p.10]と す るものの、恣意的 に製 品に配賦 で きるもの と考 えている。

もし設備が2種 類 以上 の製品 を製造 してい るな ら、 この費用 は付加価値基準 で配賦 され る と言 う

[Cooper,1990a,p.6;Cooper&Kaplan,1991a,p.132)o

(2)ノ ー リー ンは、ABCシ ス テム を、 コス トを製 品等の コス ト ・オブ ジェク トに十分 に配賦

す る二段 階配賦プ ロセス と定義 し、単純 な配賦 を行 う伝統 的 な原価計算 システム を含めて議論 し

てい る。

(3)ABCに よ って算定 され た製 品 コス トが、 必ず しも正確 であ る とは限 らない とす る疑 問が

提起 され てい る。 ロス とボー シ ックは、ABCコ ス トが ボ リュー ム ・べ一 ス ・システムに よって

算定 され る コス トよ りも正確 で信 頼 で きると考 え られ るために は、ABCシ ス テムの基礎 をなす

2つ の仮定 を満 た してい ることが必要 であ ると述べ て いる[Roth&Borthick
,1991,pp.33-40]。

一 つ は
、各ACPに 含 まれ る コス トは、 同質 的 なア クテ ィ ビテ ィに よって ドライブ され るこ と

(同 質性仮定)、 い ま一つ は、各 コス ト ・プー ルの 中の コス トは、厳密 にア クテ ィビティに比例

す るこ と(比 例 性仮定)。 あるコス ト ・プー ルに入 るコス トが2つ あ るいはそれ以上 の あま り相

関のないア クテ ィビティによって ドライブされ てい るのに、当該 コス ト・プール に入 るすべ ての

コス トを製品に割 り当て るために、そのア クティビティの1つ だけが用い られ るならば、 この同

質性仮定 は侵 害 され る。 この ような状 況にあ って、 ある種 の コス トは恣意的な基準に基づ いて製

品に割 り当て られ る。 恣意的に割 り当て られた コス トは、 コス ト ・ドライバー として用 い られな

い1つ の または2つ 以上 のア クティ ビティに よって引 き起 こされ る もの である
。

比例 性仮定 は、 ノン ・リニ アー な コス トの存在 を含 むい くつかの条件に よって侵 害 され る。例

えば、習熟曲線現象 を受け るコス トは、比例性仮定 を侵害 す る。その仮定 は また、固定 費 と変動

費 とが同 じコス ト・プールに含 まれてお り、 それ らが あたか も厳密 に変動 費でで もあ るかの よう

に製 品に割 り当て られ るな ら、 この仮 定は侵 害 され よ う。最後 に、 多種類 の製 品を同時につ くる

のに発生す るジョイン ト ・コス トは、 それがア クティビティに厳密 に比例 しない ときにはこの仮

定 を侵害す る。 この点、 クーパー の例 を引 くと、複数 の製品が共 通部品 を用 いる場合、製 品を追

加す るか ドロップす るか は製造 され る共通 部 品のバ ッチ数 を必ず しも変化 させ る ものでは ない

[Cooper,1990a,Pユ3]。

(4)キ ャパ シティ ・コス トを予算 ボ リューム に もとつ いて割 り当て るこ とは、 きわめて変動的

で歪 曲 された製品 コス トに導 くだけでは な く、 それ は不正確 な、 時 として手ひ どい意思決定へ と

導 くと、予算操業度 を用 いるさいの問題点 を指摘 し、実 際的生産 能力の優位 性 を4つ 挙 げている。

ここでは、2っ だけ を取 り上 げてお く。一 つは、実際的生産能力 の分母 が毎期 の販売予測 に よっ

て変化 す る予算操業度 と異 な り、技術 的 な観点か ら決定 され るの で悪循環(deathspiral)に 陥

るこ とが な く、新規 に取得 された技術 を過小 に利用 す る誘因 を回避す るこ と
、二つ に、生産性 と

継続的 な改善活動が製 品 コス トに与 える影響 を評価 す るための よ り安定 した基準 を提供す る とい

うことで ある[Cooper&KapIan,1991b,p.166,167]。

(5)遊 休 施設費(expenseofidleorunusedcapacity)を ア クテ ィビテ ィ ・コス トか ら除外す 鹽

る論拠 は こうであ る。つ ま り、遊休 施設費が発 生す るのは売上 の周期 的低 下や 将来の市場成 長に

備 えて行 う投 資に因 るもので、特定 の期 間の費用 なの である[Kaplan
,1988,p.65]。 遊 休施 設費

を含め、研究開発 費 を製 品 コス トか ら除外 すべ きか どうか につ いての議論 は、[lsraelsen,1993]
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を参J照 されたい。
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